
研究⼒を向上させる研究環境改⾰のグランドデザイン構築に向けた
技術⼈財の⾼度化と研究基盤マネジメントのあり⽅

〜東⼯⼤次世代⼈事戦略と
オールジャパンの⾼度技術⼈財養成システムの構築〜

江端 新吾

東京⼯業⼤学 総括理事・副学⻑ 特別補佐／企画本部 戦略的経営室 教授
オープンファシリティセンター センター⻑補佐／TCカレッジ⻑

⼀般社団法⼈研究基盤協議会 代表理事／会⻑

⽂部科学省 科学技術・学術審議会 研究開発基盤部会 委員
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2019年4⽉〜現在
東京⼯業⼤学 総括理事・副学⻑(プロボスト) 特別補佐

戦略的経営オフィス 教授（改組により現在は企画本部戦略的経営室）
内閣府CSTI 上席科学技術政策フェロー（2024年3⽉まで）

2019年3⽉まで
北海道⼤学 ⼤学⼒強化推進本部 URAステーション

副ステーション⻑・主任URA
内閣府政策統括官付CSTI 科学技術政策フェロー

2012年12⽉まで
北海道⼤学 創成研究機構 IIL 特任助教
⼤阪⼤学 理学研究科 質量分析G 博⼠研究員

2009年3⽉
北海道⼤学圦本尚義研究室にて博⼠(理学)取得
専⾨︓宇宙化学，分析化学
（2006年3⽉まで東⼯⼤同研究室）

⼤学経営マネジメント歴︓約１１年
研究歴︓約１１年

江端 新吾
⽇本学術会議若⼿アカデミー 特任連携会員
内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

上席科学技術政策フェロー(エビデンス担当・研究環境担当)
⽂部科学省 科学技術・学術審議会 研究開発基盤部会 委員
⼀般社団法⼈研究基盤協議会 代表理事/会⻑
研究・イノベーション学会 業務理事/編集委員
北海道⼤学 電⼦科学研究所 客員教授
⼭⼝⼤学 客員教授
琉球⼤学 客員教授
九州⼯業⼤学 客員教授
などを歴任

ebata.s.ac@m.titech.ac.jp

1

研究

経営
＋
研究

趣味︓野球・城・温泉
現在は少年野球チーム
の監督・コーチ



2

はやぶさリターンサンプルを分析した世界最先端分析装置
同位体顕微鏡

@北海道⼤学圦本研究室

私の原点は、いつもここにあります。
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Tokyo Tech

東⼯⼤の研究基盤を設備と⼈財の両⾯から強化する取組であり，その2次元的強化の相乗効果は
世界最⾼⽔準の研究⽀援の実現へとつながる次世代の研究基盤戦略となる

⼈財

新たなモデルの提唱（2019）設備・機器共⽤化の推進 x 研究基盤イノベーション⼈財

3



4
（国⽴⼤学経営改⾰促進事業事業概要より︓https://www.mext.go.jp/content/20220921-mxt_hojinka-000025076_34.pdf）
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（https://www.mext.go.jp/content/20220921-mxt_hojinka-000025076_34.pdf）
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Tokyo Tech東京⼯業⼤学の未来を拓く「次世代⼈事戦略」

6
（東京⼯業⼤学統合報告書2021より抜粋）

多様なキャリアパスを実現するフリーでフラットな戦略的な⼈事を実現 →東京科学⼤学の基本理念へ
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Tokyo Tech

東⼯⼤の研究基盤を設備と⼈財の両⾯から強化する取組であり，その2次元的強化の相乗効果は
世界最⾼⽔準の研究⽀援の実現へとつながる次世代の研究基盤戦略となる

⼈財

新たなモデルの提唱（2019）設備・機器共⽤化の推進 x 研究基盤イノベーション⼈財

7
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Tokyo Tech

8

東⼯⼤TCカレッジ構想︓オールジャパンの⼈財育成システムの構築を⽬指して
⽂部科学省「先端研究基盤共⽤促進事業（コアファシリティ構築⽀援プログラム）」令和4年度中間評価でS評価を獲得
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Tokyo Tech

9

東⼯⼤TCカレッジ構想︓オールジャパンの⼈財育成システムの構築を⽬指して
⽂部科学省「先端研究基盤共⽤促進事業（コアファシリティ構築⽀援プログラム）」令和4年度中間評価でS評価を獲得
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Tokyo Tech

10

（「研究設備・機器の共⽤推進に向けたガイドライン」(2023) 好事例集に掲載）
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Tokyo Tech

11

（「研究設備・機器の共⽤推進に向けたガイドライン」(2023) 好事例集に掲載）

（研究開発基盤部会（第18回）資料より）
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Tokyo Tech

12

TCは、東⼯⼤の研究⼒を強化し「次世代⼈事戦略」を実現するキーパーソン

⾼度技術⼈財育成をオールジャパンで⾏う構想である TCカレッジでは、３つのサテライ
ト校（⻑岡技科⼤・⼭⼝⼤・岡⼭⼤）および⾃然科学研究機構、さらには協⼒企業5社
（島津製作所・⽇本電⼦・牧野フライス製作所・パーキンエルマージャパン・リガク）
との連携により、全国に先駆けた取り組みを⾏なっている。本学ほかサテライト校を含
む８⼤学（名⼯⼤・⼤阪⼤・⼤阪公⼤・⿃取⼤・琉球⼤）といった学外の機関からも受
講者を受け⼊れ、学内１５名学外１３名の計２８名が受講することとなった。⾸都圏の
⼤学にとどまらず地域中核⼤学等との機関間の技術職員の連携を深めると共に、技術職
員の全国規模での⾼度化を開始した。

TC認定の制度を適⽤し、TCカレッ
ジにおいて初めてのTCを当初の計
画を上回る4名認定し、称号を付与
した。この成果を含め、⽂部科学
省先端研究基盤共⽤促進事業（コ
アファシリティ構築⽀援プログラ
ム）の中間評価では「S」評価とな
り、TCカレッジにおける⼈財育成
およびキャリアアップの制度が好
事例として⽂部科学省「研究設
備・機器の共⽤推進に向けたガイ
ドライン」等で紹介された。 【令和4年度TC取得者】

⾼⽥綾⼦・梶⾕孝・多⽥⼤・松⾕晃宏

東⼯⼤コアファシリティ構想における⾼い技術⼒・
研究企画⼒を持つ「⾼度専⾨⼈財養成」のため、研
究⼒を⾶躍的に向上させる「Team東⼯⼤型⾰新的
研究開発基盤イノベーション」を牽引するプロ
フェッショナル技術職員を「テクニカルコンダク
ター（TC）」として認定する称号制度を導⼊する。
TCを養成するため「東⼯⼤TCカレッジ」をOFCに
創設し、社会のニーズに合わせたTC⼈財像をもとに
独⾃のカリキュラム（原則３年で修了）を開発し、
学内外の受講者に提供する。

東⼯⼤TCカレッジ設⽴趣旨

TC取得⼊学

カリキュラム受講 TC論⽂

TC取得の流れ

TM

TM認定 TM : テクニカルマスター

令和５年度受講⽣は学内１５名，学外３１名の計４６名

連携機関︓ １機関
サテライト校︓ ３機関
受講⽣所属機関︓13機関 ＋本学
協⼒企業︓ ８社
（令和5年5⽉現在）

琉球⼤学⿃取⼤学

⾃然科学研究機構
（協⼒機関）

⻑岡技術科学⼤学②

⼭⼝⼤学①

東京⼯業⼤学

⼤阪⼤学②

⼤阪公⽴⼤学

名古屋⼯業⼤学

北海道⼤学①

信州⼤学②

京都⼤学

東海国⽴⼤学機構②

広島⼤学②

岡⼭⼤学

②

東⼯⼤TCカレッジ構想︓オールジャパンの⼈財育成システムの構築を⽬指して
⽂部科学省「先端研究基盤共⽤促進事業（コアファシリティ構築⽀援プログラム）」令和4年度中間評価でS評価を獲得
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Tokyo Tech

13

⼭⼝⼤学上⻄理事に聞く︕

⽇本電⼦⼤井社⻑に聞く︕

バラシキャラバン隊
（⽇本電⼦SEM）

メーカー⾒学（島津製作所殿町）

社⻑とディスカッション

⼊学式

バイオ系TCコース

設計政策系TCコース

東⼯⼤TCカレッジ構想︓オールジャパンの⼈財育成システムの構築を⽬指して
⽂部科学省「先端研究基盤共⽤促進事業（コアファシリティ構築⽀援プログラム）」令和4年度中間評価でS評価を獲得
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Tokyo Tech

14

東⼯⼤TCカレッジ構想︓オールジャパンの⼈財育成システムの構築を⽬指して
⽂部科学省「先端研究基盤共⽤促進事業（コアファシリティ構築⽀援プログラム）」令和4年度中間評価でS評価を獲得

初級

（OFC共通）

中級

（バイオTC）
中級

（材料TC）
中級

（構造TC）

上級

（構造TC）
上級

（材料TC）
上級

（バイオTC）

バイオTC論文 材料TC論文 構造TC論文

中級

（設計TC）

上級

（設計TC）

設計TC論文

中級

（〇〇TC）

上級

（〇〇TC）

〇〇TC論文・・・

・・・

・・・

５単位

３０単位
８〜１５単位
上級︓２以上
中級︓３以上
M︓３以上
KPI︓１５〜２２単位

５単位

【TM課程とTC課程】
※TMは⼤学等における技術者として必要な知識・技術・経験等を
持っている⼈財

TC取得⼊学

カリキュラム受講 TC論⽂

TC取得の流れ

TM

TM認定 TM : テクニカルマスター

TC課程
（１年）

TM課程
（2年）

原則3年で終了
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Tokyo Tech⽂部科学省「先端研究基盤共⽤促進事業（コアファシリティ構築⽀援プログラム）」令和4年度中間評価でS評価を獲得

15

次世代⼈事制度とTC制度の関係性

主幹技術専⾨員

上席技術専⾨員

主任技術専⾨員

技術専⾨員

技術職員 ・技術開発、技術提供、技術指導

・十分な知識と技術

技術開発、技術提供、技術指導
・技術の継承、保存
・センター及び部門運営

・高度の専門知識と技術

・技術開発、技術提供、技術指導
・技術の継承、保存
・センター及び部門運営

・卓越した技術力又は極めて高い

研究企画力・組織運営力
・技術の継承、保存
・責任ある立場でセンター運営

・極めて高い技術力又は研究企画力

・技術の継承、保存
・責任ある立場でセンター運営

上級

中級

初級

TC

TM認定

TC取得のための認定基準（例）
・原著論⽂（共著・筆頭・謝辞）
・科研費採択（応募）
・学会発表
・仕様策定委員・技術審査員
・講師経験
・業務関連資格（国家資格等）
・授業⽀援/研究⽀援
・テクニカルレポート

TCカレッジ準備委員会中間とりまとめより

国⽴⼤学法⼈東京⼯業⼤学技術職員の職名等に関する規則および
技術専⾨員及び主任技術専⾨員の選考基準より

受講

受講

受講

受講

受講

TC論文
審査会

【留意事項】
ü TM認定を受けた者がTC
論文審査会にてTCに足

る能力を十分に有してい
ると判断されたのちにTC
カレッジより認定を受け
ることができる

ü 次世代人事制度におけ
る各職位とTCカレッジカ
リキュラムのレベルは合
わせているが、必ずしも
その職位とクラスが一致
することを要求するもの

ではない

公募により選考

2023.10.1
TC取得者2名が
「上席技術専門員」

に昇格

【令和4年度TC取得者】
⾼⽥綾⼦・梶⾕孝・多⽥⼤・松⾕晃宏

東⼯⼤TCカレッジ構想︓オールジャパンの⼈財育成システムの構築を⽬指して

TCの称号は、形だけで
ないキャリアアップに
つながる称号となった



一般社団法人研究基盤協議会（CORE）の設立 【2023.1】

16【研究基盤協議会の設⽴と研究基盤EXPO2024開催決定に関するプレスリリースより（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000118858.html）】

「研究基盤に関する知⾒を我が国全体で蓄
積・共⽤・展開することにより、⾃⽴した
サステナブルな研究基盤システムの構築と
発展に貢献する」

（本協議会が主催した「研究基盤EXPO2023」における第２回研究基盤協議会シンポジウムにて）



研究基盤協議会 アドバイザリーボード 顧問（11機関︓国⼤１0、私⼤１）
梅⽥ 実（⻑岡技術科学⼤学 理事・副学⻑）
江⿓ 修（名古屋⼯業⼤学 理事・副学⻑）
若尾 真治（早稲⽥⼤学 理事）
上⻄ 研（⼭⼝⼤学 理事・副学⻑）
河⽥ 康志（⿃取⼤学 理事・副学⻑）
三沢 和彦（東京農⼯⼤学 特命理事・副学⻑）
藤江 幸⼀（千葉⼤学 理事）
古川 哲史（東京医科⻭科⼤学 理事・副学⻑）
増⽥ 隆夫（北海道⼤学 理事・副学⻑）
中村 慎⼀（⾦沢⼤学 理事・副学⻑）
渡辺 治（東京⼯業⼤学 理事・副学⻑）

（五⼗⾳順，令和6年3⽉1⽇現在 11名）
※⾚字はコアファシリティ事業採択校（７機関）
⻘地は最先端の共⽤事業実施校（４機関）

⼀般社団法⼈研究基盤協議会（2021.1設⽴，2023.1法⼈化）

「研究基盤に関する知⾒を我が国全体で蓄積・共⽤・展開すること
により、⾃⽴したサステナブルな研究基盤システムの構築と発展に
貢献する」ことを⽬的とした⼀般社団法⼈です。

◯ 設備サポートセンター整備事業採択校（国⽴⼤２０機関）
◯ 新共⽤事業連絡協議会ネットワーク（国公私⽴⼤３８機関）
◯ コアファシリティ事業採択校第１期採択校（国私⽴⼤５機関）
ほか⽂部科学省研究基盤共⽤関連事業採択校のネットワークを
中⼼に⽂部科学省の協⼒を得て設⽴

【これまで活動実績】
p ⽂部科学省「研究設備・機器の共⽤推進に向けたガイドライン」

への提⾔と関係機関のヒアリング対応への貢献
p 内閣府「研究時間の確保・振興パッケージ」に関する政策の

企画・⽴案・実態調査への貢献
p 「研究基盤EXPO2020，2021，2022」を⽂科省と共催

など

【今後の事業展望】
u グローバル（グローカル）に活躍できる「研究基盤を最⼤限⽣か
せる⼈財」の育成と社会への輩出

u 我が国の研究基盤に関するエビデンスを国と協⼒しながら調査・
研究し共有できるデータプラットフォームの構築

一般社団法人研究基盤協議会の概要

教員(現場・執⾏部)・技術職員・URA・公認会計⼠・⾏政書⼠などから構成

17



研究基盤協議会 アドバイザリーボード 顧問（11機関︓国⼤１0、私⼤１）
梅⽥ 実（⻑岡技術科学⼤学 理事・副学⻑）
江⿓ 修（名古屋⼯業⼤学 理事・副学⻑）
若尾 真治（早稲⽥⼤学 理事）
上⻄ 研（⼭⼝⼤学 理事・副学⻑）
河⽥ 康志（⿃取⼤学 理事・副学⻑）
三沢 和彦（東京農⼯⼤学 特命理事・副学⻑）
藤江 幸⼀（千葉⼤学 理事）
古川 哲史（東京医科⻭科⼤学 理事・副学⻑）
増⽥ 隆夫（北海道⼤学 理事・副学⻑）
中村 慎⼀（⾦沢⼤学 理事・副学⻑）
渡辺 治（東京⼯業⼤学 理事・副学⻑）

（五⼗⾳順，令和5年5⽉30⽇現在 11名）
※⾚字はコアファシリティ事業採択校（７機関）
⻘地は最先端の共⽤事業実施校（４機関）

⼀般社団法⼈研究基盤協議会（2021.1設⽴，2023.1法⼈化）

「研究基盤に関する知⾒を我が国全体で蓄積・共⽤・展開すること
により、⾃⽴したサステナブルな研究基盤システムの構築と発展に
貢献する」ことを⽬的とした⼀般社団法⼈です。

◯ 設備サポートセンター整備事業採択校（国⽴⼤２０機関）
◯ 新共⽤事業連絡協議会ネットワーク（国公私⽴⼤３８機関）
◯ コアファシリティ事業採択校第１期採択校（国私⽴⼤５機関）
ほか⽂部科学省研究基盤共⽤関連事業採択校のネットワークを
中⼼に⽂部科学省の協⼒を得て設⽴

【これまで活動実績】
p ⽂部科学省「研究設備・機器の共⽤推進に向けたガイドライン」

への提⾔と関係機関のヒアリング対応への貢献
p 内閣府「研究時間の確保・振興パッケージ」に関する政策の

企画・⽴案・実態調査への貢献
p 「研究基盤EXPO2020，2021，2022」を⽂科省と共催

など

【今後の事業展望】
u グローバル（グローカル）に活躍できる「研究基盤を最⼤限⽣か
せる⼈財」の育成と社会への輩出

u 我が国の研究基盤に関するエビデンスを国と協⼒しながら調査・
研究し共有できるデータプラットフォームの構築

一般社団法人研究基盤協議会の概要

教員(現場・執⾏部)・技術職員・URA・公認会計⼠・⾏政書⼠などから構成

18
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Tokyo Tech⽇本学術会議若⼿アカデミー（25期）︓「いま取り組むべき１０の課題」を発出

19
（⽇本学術会議HP 提⾔・報告等【⾒解】より）

（https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-25-k230926-4.pdf）
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Tokyo Tech
⽇本の科学を元気にするための技術⼈財養成のグランドデザインを構築
次世代⾼度研究⽀援の全国⼈財養成ネットワークの構築による⽇本の科学技術⼒向上への貢献を⽬指す

アーヘン⼯科⼤学
など東⼯⼤と連携
できる研究機関
サテライト校と連
携できる研究機関

東京⼯業⼤
東京医科⻭科⼤
⻑岡技科⼤
岡⼭⼤
⼭⼝⼤
〇〇
〇〇

協働

TCカレッジを中⼼とした
⼈財養成ネットワークの構築
（同窓⽣ネットワーク）

海外研究機関

国内研究機関
協働校

島津製作所
⽇本電⼦
リガク

パーキンエルマー
牧野フライス
⽇⽴ハイテク
堀場製作所
エビデント
〇〇
〇〇

JAIMAとの
連携も想定

※JAIMA︓⽇本分析機器⼯業会
（https://www.jaima.or.jp）

協働

⾃然科学研究機構
共同利⽤・共同研究拠点

など

国内研究機関
連携機関

研究機器メーカー等のコンソーシアム国内外研究機関等のコンソーシアム

ALL JAPAN TC College

内閣府・⽂科省等の国の政策
国際卓越研究⼤学，地域中核⼤学への⽀援策

各種制度改⾰

研究基盤に関する全国ネットワーク
「⼀般社団法⼈ 研究基盤協議会」
コアファシリティ事業等の事業採択校の強固
な連携と共⽤化ガイドラインの活⽤促進
技術職員コンソーシアムの設⽴と全国的な活

動の活性化

20

⼀般社団法⼈ 研究基盤協議会（19⼤学︓⼤阪⼤学、⼤阪公⽴⼤学、岡⼭⼤
学、沖縄科学技術⼤学院⼤学、⾦沢⼤学、群⾺⼤学、東海⼤学、⿃取⼤学、東京医科
⻭科⼤学、東京⼯業⼤学、東北⼤学、⻑岡技術科学⼤学、名古屋⼯業⼤学、北海道⼤
学、宮崎⼤学、広島⼤学、⼭⼝⼤学、琉球⼤学、早稲⽥⼤学、3社︓島津製作所、⽇
本電⼦、⽇⽴ハイテク）
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Tokyo Tech
⽇本の科学を元気にするための技術⼈財養成のグランドデザインを構築
次世代⾼度研究⽀援の全国⼈財養成ネットワークの構築による⽇本の科学技術⼒向上への貢献を⽬指す

TCカレッジ受講⽣を中⼼とした⼈財養成ネットワークの構築し、全国的な仲間づくりへ
（同窓⽣ネットワーク）

21

TC取得者は、

○ それぞれのTCの特徴を活かした⾼度な技術や専⾨のファシリティ郡を
最⼤限活⽤した「⾼度専⾨技術⼈財」として、我が国の研究⼒強化に
資する取り組みを推進する

○ その⾼度な技術を次世代の⼈財に伝え、⾼度技術⼈財育成に積極的に
寄与する

TM取得者は、

○ 技術者としての模範となり、我が国の技術レベルを底上げする

ALL JAPAN TC College
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Tokyo Tech各機関の強みを活かしたTC⼈財の養成とオールジャパンで取り組むべき事業

22

TMまでの仕組み →【標準化】
共通の事務局（研究基盤協議会等）によるオールジャパンで取り組むべき業務

TC
東⼯⼤

TC
⼭⼝⼤

TC
岡⼭⼤

TC
⻑岡
技科⼤

TC
連携校 ・・・

ALL JAPAN TC College

○ オールジャパンの技術者＆技術の⾒える化（ポータルサイト等）
○ オールジャパンで⼤学等の技術者をキャリアップできる「真の」好事例の共有

TC課程
（１年）

TM課程
（2年）




